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東京消防庁・各指定都市消防長 殿 
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（ 公 印 省 略 ）  

 

 

違反対象物に係る公表制度の実施及び検討状況の調査結果について 

 

 

先般、「違反対象物に係る公表制度の実施及び検討状況の調査」（平成

27年12月９日付け消防予第471号。以下「471号通知」という。）により実

施した調査の結果を別添のとおり取りまとめましたのでお知らせします。

引き続き、公表制度に係る条例等の改正その他の実施に向けた体制整備を

推進いただくようお願いします。 

また、471号通知でお知らせしたとおり、消防庁ホームページに公表制

度に係るページを整備し、公表制度の実施及び検討状況の一覧等を掲載す

ることとしています。 

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村等

（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対しても、この旨周知さ

れるようお願いします。 

消防庁予防課 企画調整係 

千葉違反処理対策官 、桂川係長、柴田総務事務官 
電 話  ：03-5253-7523 FAX：03-5253-7533 
電子メール：d.shibata@soumu.go.jp 



別　添　
【違反対象物に係る公表制度の実施及び検討状況の調査結果】（都道府県別） （平成28年１月１日現在）

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

北海道 63 1 57 0 1 5 49 2 5(注2) 平成31年4月

青森県 11 0 11 0 1 2 0 8 0 平成32年4月

岩手県 12 0 12 0 0 1 0 11 0 平成32年4月

宮城県 12 1 11 1 0 10 0 0 0 平成30年4月

秋田県 13 0 13 0 0 1 0 12 0 平成32年4月

山形県 12 0 12 0 0 2 0 10 0 平成32年4月

福島県 12 0 12 1 0 3 0 8 0 平成32年4月

茨城県 24 0 24 0 1 4 19 0 0 平成31年4月

栃木県 12 0 12 0 0 4 1 7 0 平成32年4月

群馬県 11 0 11 0 0 5 1 5 0 平成32年4月

埼玉県 28 2 26 0 6 10 0 10 0 平成32年4月

千葉県 31 1 30 1 2 3 7 17 0 平成32年4月

東京都 11(6) 1 10(6) 0 0 1 0 9(6) 0 平成32年4月(島しょ地域を除く)

神奈川県 26(1) 4 22(1) 2 3 17(1) 0 0 0 平成30年4月

新潟県 19 1 18 1 0 1 0 16 0 平成32年4月

富山県 8 0 8 0 2 0 6 0 0 平成31年4月

石川県 11 0 11 0 0 1 0 10 0 平成32年4月

福井県 9 0 9 0 0 1 0 8 0 平成32年4月

山梨県 10 0 10 0 0 3 0 7 0 平成32年4月

長野県 13 0 13 0 0 4 0 9 0 平成32年4月

岐阜県 22 0 22 0 1 3 17 1 0 平成31年4月

静岡県 25 2 23 5 10 1 7 0 0 平成31年4月

愛知県 36 1 35 1 1 8 2 23 0 平成32年4月

三重県 15 0 15 0 1 3 10 1 0 平成32年3月

滋賀県 7 0 7 2 0 4 1 0 0 平成30年4月

京都府 15 1 14 0 1 1 0 12 0 平成32年4月

大阪府 28 2 25 4 5 7 0 9 1(注2) 平成32年4月

兵庫県 24 1 23 1 3 4 15 0 0 平成31年4月

奈良県 3 0 3 0 1 1 1 0 0 平成31年4月

和歌山県 19(2) 0 18(1) 0 2(1) 2 13 1 1(1)(注2) 平成31年4月

鳥取県 3 0 3 0 3 0 0 0 0 平成29年4月

島根県 9 0 9 0 0 1 2 6 0 平成32年4月

岡山県 14 1 13 0 0 2 0 11 0 平成32年4月

広島県 13 1 12 0 1 2 0 9 0 平成32年4月

山口県 12 0 12 1 1 10 0 0 0 平成30年4月

徳島県 16(3) 0 16(3) 0 1 0 0 15(3) 0 平成32年4月

香川県 10(1) 0 10(1) 0 0 1 0 9(1) 0 平成32年4月

愛媛県 14 0 14 0 0 1 0 13 0 平成32年4月

高知県 15 0 15 0 1 13 0 1 0 平成30年4月

福岡県 25 2 23 2 1 20 0 0 0 平成30年4月

佐賀県 5 0 5 0 1 1 3 0 0 平成31年4月

長崎県 10 0 10 2 1 1 0 6 0 平成32年4月

熊本県 12 2 10 0 0 0 1 9 0 平成32年4月

大分県 14 0 14 0 1 0 13 0 0 平成31年7月

宮崎県 14(4) 0 14(4) 1 1 2 10(4) 0 0 平成31年4月

鹿児島県 22(2) 0 22(2) 1 1 19(2) 0 1 0 平成30年7月

沖縄県 30(12) 0 24(6) 0 2(2) 2 0 20(4) 6(6) 平成32年4月

計 780(31) 24 743(24) 26 56(3) 187(3) 178(4) 296(14) 13(7)

※（）内の数字は非常備（消防本部を設置していない）の町村数

（注1）都道府県が示す実施目標時期に実施を検討中である旨回答した消防本部（消防本部を設置していない場合は市町村。）を含む。

（注2）いずれも平成28年４月に広域化等を実施予定であり、広域化等を実施後に公表制度の実施を検討するもの。
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